


～「先進医療に係る治療費と民間保険」～
知っておきたい社会保険シリーズ

ワイズライフＦＰコンサルタント　代表　山中 伸枝

「セカンドオピニオン」とは？　医療分野の場合、患者がよりよい治療等を受けるために、主
治医以外の医師に意見を求めることをいいます。

 がんは日本人の死因の第１位、

また２人に１人はがんに罹患する

可能性があると言われる昨今、が

んは決して他人事ではありませ

ん。そのためがん保険に加入され

高額な先進医療に係る治療費は

全額自己負担！

外来での治療が増えている先進医療!

万一の備えの見直しを!!

　しかしすべての治療に健康保険

が使えるわけではありません。治

療の内容によっては、健康保険が

使えず全額自己負担になるものが

あります。その中でも時に高額に

なってしまうものに「先進医療」

があります。先進医療とは厚生労

働大臣が定める高度の医療技術を

用いた療養で、保険給付の対象に

するかどうかを検討する「評価療

養」のひとつです。がんの治療に

 国の健康保険制度では、医療費

の自己負担は３割です。また月の

自己負担上限額は約９万円と設定

されており、３割負担部分がこの

額を超えたとしても、超過部分は

自己負担しなくよいことになって

います（所得区分一般の場合）。

用いられることも多く、
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種類あり、受けられる医

療施設も限られていま

す。

　例えば先進医療の中で

も重粒子線治療と呼ばれ

る治療の費用は300万円

に及ぶこともあり、先進

医療の中でも特に高額な

治療として知られていま

す。重粒子線治療は、放

射線治療に比べるとがん

を治す可能性も高く、ま

た副作用も少ないので、この治療

で病気が治るならと期待を寄せる

患者さんも多いことでしょう。

　先進医療の治療費部分は、他の

健康保険給付の対象医療費とは別

で全額自己負担とされるので（図

参照）、最近ではこの費用を補う

ための民間の医療保険、あるいは

がん保険が注目されています。も

しもの時は費用を心配することな

く最善の治療を受けたいという方

は民間保険への加入を検討してみ

るのもよいでしょう。

ている方も多いかと思いますが、

若い頃に入ったからと安心してい

ると思わぬ落とし穴があるかもし

れません。病気に備える保険は、

入院１日あたり一定額の給付とい

うような仕組みが一般的ですが、

がんの治療に限っていえば前述の

先進医療でさえ外来での治療が増

えていると言われています。する

とせっかく入っている保険も入院

しないので、給付の対象とならな

い可能性もでてくるのです。

　また、現代では、がんは死に至

る病気ではなく、治療を受けなが

ら生きていく病気に変化してきて

います。それでも検査や治療で入

退院を繰り返すこともあるでしょ

うし、それまでのように働けなく

なると収入面への影響も深刻にな

ります。医療の進歩に伴い、万が

一の備えも見直しが必要です。

医療費に先進医療が含まれる場合の自己負担額

出典：厚生労働省ＨＰ

総医療費が100万円、うち先進医療に係る費用が20万円だったケース

１．先進医療に係る費用20万円は、全額を患者が負担します。 
２．通常の治療と共通する部分（診察、検査、投薬、入院料 *）は、保険として給付される部分になります。

※保険給付に係る一部負担については、高額療養費制度が適用されます。

＜上記に係る例図＞
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＝100万円
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先進医療部分（全額自己負担）　＝　20万円

一部負担　＝　24万円

＝　56万円診察・検査・投薬・入院料等
（一般治療と共通する部分）

保険給付分*＝80万円（10割）
７割にあたる56万円が各健康保険制度から給付。
３割にあたる24万円が患者の一部負担金。



　派遣労働者は、雇用契約を結んでいる相手企業（派遣元企業＝人材派遣会社）と、直接仕事の指揮・
命令を受ける相手企業（派遣先企業）が異なっているという特殊な雇用形態にあることから、その管理
責任は派遣元ばかりでなく、派遣先が負うものもあることを認識しておく必要があります。

～派遣労働者の労災保険と民事損害賠償～
ＣＳ労務経営研究所　社会保険労務士　　三宅　直知

「派遣労働者」とは？　人材派遣会社に登録後、仕事の紹介を請け、企業に派遣され就業する形
態です。就業先企業が仕事の指揮・命令を行いますが、給与は人材派遣会社から支払われます。

企業におけるリスクマネジメント
ワンポイント講座 企業の雇用リスク対策シリーズ

●労働安全・衛生管理責任は派遣先企業に

　派遣労働者の業務災害に対する補償責任は、労働基準

法第８章（災害補償）の規定に従い、雇用関係がある派

遣元企業が負うことになります。したがって、実際の業

務災害補償は、派遣元企業の労災保険が使われ、支給手

続き等も派遣元企業が行います。

　労働安全衛生法の適用については、派遣労働者の場

合、実際に働いている場所が派遣先企業であり、仕事へ

の指揮・命令も派遣先から直接受けているという実態か

ら、派遣元企業よりも派遣先企業に責任を負わせている

部分が多いといえます。

　例としては、労働安全衛生法第４章｢労働者の危険又

は健康障害を防止するための措置｣（事業者の講ずべき

措置等）第20条は、｢事業者は、次の危険を防止するた

め必要な措置を講じなければならない｣として第25条ま

で具体的に事業者の講ずるべき措置を規定しています

が、これらの安全管理責任は、労働者派遣法第45条

（労働安全衛生法の適用に関する特例等）により雇用関

係のある派遣元企業ではなく、派遣先企業が負うことに

なっています。 労働者派遣の契約関係と「補償」と「賠償」

●保障は正社員・パートタイマー
　だけでなく、派遣労働者を含む
　全ての人を対象に

　つまり、派遣労働者が派遣先

企業において業務災害にあった

場合、不法行為や安全配慮義務

違反に基づいてその責任を追及

されるのは、多くの場合が派遣

先企業であるということです（た

雇用契約
（補償責任）

派遣元企業
（人材派遣会社）

派遣先企業
（実際に働く会社）

派遣労働者

派遣契約

指揮・命令
安全・衛生管理責任
（賠償責任）

だし、被災内容によっては、派遣先、派遣元双方が責任

を問われることもあります）。同時に業務災害に対する

民事損害賠償請求も派遣元企業ではなく、主として派遣

先企業に対して行われるものと認識しておくべきです。

　したがって、派遣労働者を抱える企業では、業務災害

に関わる民事損害賠償に対する備えとして、「派遣労働

者は不担保」では充分なリスク対策とはいえません。企

業の雇用状況、就業環境などを充分に把握し、正社員や

パートタイマーに限らず、その企業で働く全ての人が担

保される補償が必要です。



〒509-0144　各務原市鵜沼大伊木町２丁目67-1
0120-79-0313 058-379-0314Ⓕ

http://thanks-hoken.com/

株式会社

サンクス保険サービス




